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うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

4つの基本方針に関連するDX関連取り組み事例
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うるま市の第2次総合戦略では、基本目標を次のように設定して
います。

＜基本目標１＞魅力ある安定した雇用の場を創出する
＜基本目標２＞本市への新しいひとの流れをつくる
＜基本目標３＞若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
＜基本目標４＞快適で安心して暮らせるまちをつくる



うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１ 魅力ある安定した雇用の場を創出する
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基本目標１は、将来にわたって安定した生活を維持していくため
に、地域の経営資源を最大限に活用して、新たな地域産業の創出、
地域産業の競争力の強化、人材の還流、人材育成、雇用対策などに
取り組み、安定した雇用の場を創出することとなっています。



地方に仕事をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決①）

＜主要KPI＞
◼ 社会課題解決のためのスタートアップや中小企業等の取組の促進・定着・実装が見られる地域：2027年度までに900地域

（2022年６月時点で144地域）
◼ 地域経済を牽引する中小・中堅企業の生産性の伸び：年２％以上（2020年度は-1.2％）
◼ 農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践：2025年までに担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践（2021年は48.6％）
◼ 観光地経営の高度化を図るため、旅行者の来訪状況、属性、消費額等のデータに基づいて策定されたDX戦略を有する登録DMO：
90団体（2027年度まで） 等

＜主要な施策＞

➢ 官民連携の下で、新たな技術を育てるベンチャー投資や地域課題を解決し得る社会的投資の
拡充・強化、実証の場の創設・拡充等により、スタートアップが育ちやすい環境整備等を実施。

➢ 大学・高等専門学校等と新たなシーズの創出・活用や人材育成・マッチング、新たなビジネス
連携等に積極的に取り組み、新たな市場の獲得を目指す。

・スタートアップ・エコシステム拠点都市における 等

スタートアップ・エコシステムの確立

➢ デジタルを活用した農林水産業・食品産業の成長産業化と地域の活性
化を推進。

・センサーやリモート制御による農機等の遠隔操作

・ドローン等を活用した農薬や肥料の適量散布

・AI等を活用した熟練者の技術の再現

・アシストスーツを活用した作業の軽労化

・ICT等を活用した森林施業の効率化や高度な木材生産

・森林における通信の確保

・デジタル林業戦略拠点の創出

・デジタル水産業戦略拠点の創出

・食品産業におけるAI・ロボット等による生産性向上や

流通のデジタル化、農林水産業との連携強化

・eMAFFによる行政手続のオンライン化等

スマート農林水産業・食品産業

➢ 地域の産学官の専門家や地域の金融機関による中小・中堅企業のDX
支援体制を全国に構築・経営人材や専門人材確保のための支援。

・ や地域企業のDXに係るבֿ
・ITベンダー等との 等

➢ 地域未来投資促進法の更なる活用等を進めながら、
デジタル化を通じた生産性向上や新たな付加価値の創出。

➢ キャッシュレス決済の拡大。

・インターチェンジフィーの標準料率公開の影響も踏まえた
等

＜スタートアップ・エコシステム拠点都市＞

- 世界と伍するスタートアップ・エコシステム拠点形成を目指し、地方自治体と大学と民間組織（ベン
チャー支援機関、金融機関、デベロッパー等）を構成員とするコンソーシアム（協議会等）を8か所選定

- 拠点都市のスタートアップ企業を中心に、海外トップレベルのアクセラレーターや世界の中核大学等と
の連携によるアクセラレーションプログラムを提供し、世界で躍動するスタートアップを育成。

中小・中堅企業DX

ブランド京野菜「万願寺⽢とう」データを活用
したスマート栽培（京都府舞鶴市）

DXによる⿂価向上・漁業の担い⼿確保
（千葉県いすみ市）

・地域の特性を生かして ︣ を
図る 市内中⼩企業のＤＸ⽀援の

加速化（福岡県北九州市）
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全国の大学を核とした知
の変革を通じて、産業の
変革をもたらし、各地に
デジタル田園都市を実現
（分散型の成長モデル）

地域中核・特色ある研究大学の地域社会における活躍の促進 全国的にオープンな研究デジタル基盤

（出典:奥京都MaaS）

（出典:京都観光Navi）

➢ 地方大学を核とした産学官連携・オープンイノベーションを促進し、地方色豊かなイノベーション拠点を更に全国に展開。

・ṡ ḱ טּ ṇ Ṣ（令和４年２月）を踏まえた地方大学の活性化に向けた取組の総合的な推進等

地方大学を核としたイノベーションの創出

SNS
(Chatter)

（出典:旅館陣屋）
（出典:気仙沼クルーカードアプリ）

観光DX

➢ 観光分野のDXを進めることにより、旅行者の利便性向上及び周遊促進、観光産業の生産性向上、観光地経営の高度化等を図るとともに、事業者間・
地域間のデータ連携の強化により、広域での収益の最大化を図る。

・ ṇ ḱ צּ
による利便性向上・消費拡大

・ ṕPMSṖ 等
による業務効率化・高付加価値化

・旅行者の ḱ ḱ ṇ
ךּ ṇ ḭ観光地経営の

・ וֹףּ
ḱ

地方に仕事をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決①）
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うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標２ 本市への新しいひとの流れをつくる
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基本目標２は、市外への人口流出を抑制するとともに、新たに市
外から本市へのひとの流れを創出するため、新たな企業の誘致と若
者の地元就職の促進を図る。また、特に人口減少が進む島しょ地域
においては、市全体とは別に転出抑制、移住促進、出生率の向上、
働く場の創出など、早急かつきめ細やかな取り組みを進めることと
されています。



➢ 企業に本社機能の配置見直し等の検討を促し、地方移転等を更に推進

➢ 地方移住に対する支援を一層後押しするとともに、デジタル技術を活
用した地方創生テレワークや副業・兼業による「転職なき移住」を更
に推進。

＜主要KPI＞
◼ 地方と東京圏との転入・転出：2027年度に均衡（2021年度は83,827人の転入超過）
◼ サテライトオフィス等を設置した地方公共団体：2024年度までに1,000団体、2027年度までに1,200団体（2022年８月時点で654団体）
◼ 企業版ふるさと納税を活用したことのある地方公共団体：2027年度までに1,500団体（2016～2021年度累計で1,028団体）
◼ 関係人口の創出・拡大に取り組む地方公共団体：2027年度までに1,200団体（2020年度で893団体） 等

＜主要な施策＞

➢ 関係人口の創出・拡大による地方の経済活動や魅力向上の取組の活性化、
都市部の人材のキャリアアップ、更には地域の付加価値創出につなげる。

関係人口の創出・拡大等、
二地域居住等の推進

国立公園でのワーケーションや自然体験

・企業版ふるさと納税やデジタル田園都市国家構想交付金
等の活用による

・地方創生テレワークに取り組もうとする企業への
（p34 重要施策分野にも記載）や

・国立公園や国定公園の利用拠点での
ṇ ṇ

等

・ ︡כֿףּ 、隊員の
ḱ ṇ

・ṡ ḱ ṇ Ṣ 等
による情報発信の強化

移住や二地域居住等に活用する
集合住宅やシェアハウス

地域の交流促進、地産地消等の拠点となる
コミュニティセンター、コミュニティカフェ等

地域の文化財、伝統文化体験施設、
郷土博物館等

子育てサービスとワーキングスペース
を併設した施設等

サテライトオフィス等の目的で
利活用できる施設

地方への移住・定住の推進、
「転職なき移住」の推進など地方への人材の還流

人の流れをつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決②）

ḱ ︡ 等について、
地方公共団体等との連携を強化しつつ、
デジタル田園都市国家構想交付金等の
関係施策と合わせ活用を促進し、
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・デジタル田園都市国家構想交付金において、民間事業者に対する間接補助も含め、
施設整備の支援等

・都市住民等と地域のマッチングや地域課題に関わるため
の仕掛けづくりに取り組む中間支援組織への支援

・全国版の官民連携によるプラットフォーム（かかわり
ラボ）の運営等による参考事例の情報発信・横展開

・「第２のふるさとづくり」の推進による交流人口の創出

➢ 都市部と地方の二拠点での生活を始め、多様なライフスタイルの実現
が可能な環境整備。



女性や若者に選ばれる地域づくり

➢ 非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善の促進等により女性や若者
にとって魅力的な就業環境を確保。

➢ 固定的な性別役割分担等についての意識改革や仕事と育児を両立でき
るような職場環境の整備の推進。

・女性活躍推進法に基づく「男女の賃金の差異」の公表義務付け等も踏まえた企業
における女性活躍推進のための取組を支援等

➢ シングルマザーの移住の積極的な働きかけ、女性の起業支援やデジタ
ル技術を活用できる仕事への新規就業の支援、横展開の推進。

・都道府県が官民連携型プラットフォームを形成し、一体的かつ包括的に実施する
女性の新規就業やデジタル技術の習得・仕事への活用を促進する取組への支援等

人の流れをつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決②）

➢ 地方大学の振興や、東京圏の大学等の地方へのサテライトキャンパス設置推
進、高等学校の機能強化等。

・ 地方大学・地域産業創生交付金により、首長のリーダーシップの下、魅力ある学びの場の創出、
地域の中核的産業の振興及び雇用の創出に向け、産学官連携により、地域に特色のある研究
開発や人材育成に取り組む地方公共団体を重点的に⽀援

・ サテライトキャンパスの設置に向けた地方公共団体
と大学等の連携推進、環境整備

地方大学・高校の魅力向上

・ ṡ Ṣ
・高等学校等と地域をつなぐ

や、専門高校における

出産や子育て等で離職している女性へのデジタルスキルの習得と就業までの
⽀援について、関係機関が連携して一体的に実施（埼玉県）

様々な事情により未就業の女性に
きめ細かな就業⽀援（青森県）
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うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

9

基本目標３は、将来にわたって安定した人口規模と構造を築くた
めには、一定規模の子どもの出生を得る必要がある。そのためには、
特に若い世代の結婚意識の醸成、結婚後において安心して出産・子
育てができる教育、日頃の子育て・保育環境の充実・サポートが必
要となり、これらの環境整備に向けて行政や関連団体、地域住民が
一体となって取り組む。また、女性の社会進出や男女共同参画社会
実現などを図り、仕事と生活の調和の実現を推進することとされて
います。



＜主要KPI＞
◼ 結婚、妊娠、子供・子育てに温かい社会の実現に向かっていると考える人の割合：2025年に50％（2022年３月時点で33％）
◼ デジタル技術も活用し相談援助等を行うこども家庭センター設置市区町村：全国展開（1,741市区町村）を目指す 等

結婚・出産・子育ての⽀援

➢ 若い世代を中心として結婚の希望をかなえる。

・地方公共団体のAIやビッグデータを活用した結婚支援の取組
を支援等（地域少子化対策重点推進交付金）

➢ 妊娠・出産、子育ての各段階に応じたきめ細やかな対策を総合的に推進。

➢ 保育人材の確保・処遇改善、ICTの活用等

による保育士の業務負担の軽減や保育の質の向上。

＜主要な施策＞

➢ 「こども大綱」を踏まえ、こども政策におけるDX等のデジタル技術の活用等による実効性のある少子化対策を総合的に推進するとともに、地方公共団体が地域の実情
に応じて行う取組に対して、関係省庁が連携して⽀援。

デジタル技術の活用等による少子化対策の総合的な推進

結婚・出産・子育ての希望をかなえる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決③）

・幼児教育・保育の無償化の着実な実施・待機児童解消のための「新子育て安心プラン」（R３～R６年度）の実施

・母子オンライン相談・電子母子手帳の導入等により効果的な周産期医
療体制の確保・母子保健事業の充実等

・「こども家庭センター」による包括的な相談⽀援

➢ 「子ども子育て新制度」の着実な実施、⽀援の更なる質の向上。

AIによるマッチングシステムを運用（福井県）

母子健康⼿帳アプリを活用
（山梨県富士吉田市）
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結婚・出産・子育ての希望をかなえる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決③）

仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づくり

➢ 仕事と育児の両立を実現するため、育児等と仕事が両立できる職場環境づく
り、男性の育児休業取得、出産・育児休業後の復職⽀援等の取組を推進。

・育児と仕事を両立できる職場環境づくりに取り組む事業主への助成金等による支援
・「産後パパ育休」等の周知・履行確保等
・次世代育成支援対策推進法に基づく認定制度及び認定マーク
（くるみんマーク等）の広報、周知
・時間外労働の上限規制・年５日の年次有給休暇の時季指定義務等の着実な周知や履行
確保、勤務間インターバル制度の効果的な周知による導入促進

➢ 男性の育児・家事参加の促進や夫婦の負担軽減のため、テレワーク等の柔
軟な働き方の普及促進。

・時間単位の年次有給休暇制度の導入促進
・テレワークに関する労務管理とICT双方についてワンストップで相談できる窓口の設置等

➢ こどもを生み育てやすい住宅の確保、居住環境の実現やまちづくりの推進。

・子育てしやすく家事負担の軽減に資するリフォームの推進や住宅内テレワークスペース等の
確保、子育て世帯の住宅取得の推進、職住育近接のまちづくり等の取組の推進

➢ 女性活躍推進に向けた総合的な取組の推進。

・女性活躍の企業認定制度（えるぼし）の周知・取得促進
・地域女性活躍推進交付金を通じた女性デジタル人材・女性起業家の育成、困難や不安を
抱える女性への⽀援等

こども政策におけるDX等のデジタル技術を活用した地域の様々な取組の推進

➢ 各地方公共団体が結婚、妊娠・出産・子育てに関わる地域ごとの課題を明確
化し、オーダーメイド型の取組を分野横断的に展開する「地域アプローチ」によ
る少子化対策の推進。

・地域特性の見える化から分野横断的な具体的取組の実践についてのプロセスを示した「少子化
対策地域評価ツール」の普及・活用促進等

➢ 地方のこども政策におけるDXの推進やデジタル技術の活用等による少子化
対策、子育て世代の移住促進等。

・ICTを活用した子育て⽀援サービス（ベビーテック）の普及促進
・デジタル技術の活用等による地域課題の解決に向けた少子化対策の取組や子育て世代の
移住促進等の取組を⽀援等（デジタル田園都市国家構想交付金）

➢ こどもを見守ることに力を割くことのできる業務体制の整備。

・こども施策に係る申請等の各種事務負担の軽減や利便
性向上を図るための情報共有システムや業務システムの
整備の推進

○ 「地域アプローチ」による少子化対策を推進するため、地域特性の見える化、具体的な対応策の検討等の一連のプロセス
をまとめた「少子化対策地域評価ツール」を整備。（R2.3策定、R3.4・R4.3改訂／R4.3手引き策定）

○ 各地方公共団体において、「少子化対策地域評価ツール」を活用し、部局横断的に、地域の強み・課題の分析、それらを
踏まえた対応策の検討を行い、地域の実情に応じた効果的な少子化対策の取組を実施。

◎人口等の基礎データを共有し、少子
化に係る地域の現状を認識共有。

◎まちのにぎわい、コミュニティ、子育て支
援、男女の就業状況など、多様な分
野から地域特性を見える化

◎幅広いデータを分析に活用
・国の統計データ
・都道府県/市町村の独自データ
・民間事業者のデータ

◎データの背景等を議論
（地域の評判や住民感
覚による地域の特徴と整
合的か、など）

◎分野別（コミュニティ、子
育て支援等）・ライフス
テージ別（結婚、出産、
乳幼児期等）の分類等
を活用し、地域の強み・
課題を分析・整理

◎既存の取組の洗い
出し、新しい取組の
アイデア出し

◎活用する地域資
源・財源等を含め、
取組の具体的な内
容を検討

◎部局横断的に進め
る取組の検討等

◎住民意識調査などを活用した、
主観要素の把握・分析

①部局横断的な検討体制の構築
地域コミュニティ・
福祉担当

まちづくり担当

男女共同参画
担当

子育て支援担当企画・地方創生
担当

商工雇用担当 学校・幼児教育
担当

観光担当

客観的指標の分析に
よる地域特性の見える化

地域の強み・
課題の分析

対応策の
検討

主観調査による
地域特性の把握

〇地域コミュニティによる子育ての支え合い

〇男女にとって魅力的な働き方

〇職住育近接のまちづくり など

地域の実情に応じた取組

コミュニティの中で柔軟
に子育て支援を行うイ
ンフォーマルな支援体
制づくり

都市近郊のニュータウンにて、職住近
接のコワークステーションを設け、子育
て世代が通勤負担なく働くことができ
るまちづくり

部局横断的な検討体制の構築

少子化対策地域評価ツールを活用した検討

● 基礎データの提供

● 取組事例の分析・横展開 等

各省庁・自治体の補助制度

地方創生推進交付金

国の補助制度なども活用

国の⽀援

地域少子化対策重点推進交付金

２ 「地域アプローチ」による少子化対策の概要

20

８つのシステムを統合した
「子どもの育ち⽀援システム」の構築（兵庫県尼崎市）
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うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標４ 快適で安心して暮らせるまちをつくる

12

基本目標４は、それぞれの地域で将来的にも安心して暮らせるた
めに、利便性の向上、地域の拠点づくり、適正なインフラの整備と
維持管理、防災対策の充実、コミュニティづくりなどを推進するこ
ととなっています。



➢ 条件不利地域における必要な医療の提供に
向けた遠隔医療の更なる活用。

➢ 国民がより質の高いサービスを享受できるようにするため、医療DX
の推進。

・医療全般にわたる情報を共有・交換できる全国医療情報プラットフォームの創設
・電子カルテ情報の標準化、診療報酬改定DXの推進

新たなモビリティサービスに係る取組が行われている地方公共団体：2025年までに700団体
◼ 物流業務の自動化・機械化やデジタル化により、物流DXを実現している物流事業者の割合：2025年度に70％（約3万5千事業者）

（2021年度は31％）
◼ 3D都市モデルの整備都市：2027年度までに500都市（2021年度は約60都市）
◼ 誰もが居場所と役割を持つコミュニティの要素を取り込んだ全世代・全員活躍型の「生涯活躍のまち」に関する構想等を策定している
地方公共団体：2024年度までに200団体（2022年11月時点で162団体）

＜主要な施策＞

教育DX 医療・介護分野でのDX

➢ 学校規模や地理的要因等に捉われず教育の質を高めるため、遠隔教育を
推進。

・ICT環境の整備及びネットワークの構築等

DX

➣ 誕生から現在までの生涯にわたる保健医療データが自分自身で一元的に把握可能となることにより、個人の健康増進に寄与

→ 自分で記憶していない検査結果情報、アレルギー情報等が可視化され、将来も安全・安心な受療が可能【PHRのさらなる推進】

➣ 本人同意の下で、全国の医療機関等が必要な診療情報を共有することにより、切れ目なく質の高い医療の受療が可能【オンライン資格確認
等システムの拡充、電子カルテ情報の標準化等、レセプト情報の活用】

→ 災害や次の感染症危機を含め、全国いつどの医療機関等にかかっても、必要な医療情報が共有

➣ デジタル化による医療現場における業務の効率化、人材の有効活用【診療報酬改定に関するDXの取組の推進等】

→ 次の感染症危機において、必要な情報を迅速かつ確実に取得できるとともに、医療現場における情報入力等の負担を軽減し、

診療報酬改定に関する作業の効率化により、医療従事者のみならず、医療情報システムに関与する人材の有効活用、

費用の低減を実現することで、医療保険制度全体の運営コストを削減できる

➣ 保健医療データの二次利用による創薬、治験等の医薬産業やヘルスケア産業の振興【医療情報の利活用の環境整備】

→ 産業振興により、結果として国民の健康寿命の延伸に資する

切れ目なく
質の高い医療の提供

医療現場における
業務効率化・人材
の有効活用

医薬・ヘルスケア
産業振興

将来にわたる
安全・安心な受療

PHRの推進

教育の機会均等
デジタルによる底上げ

遠隔授業配信センター及び学校相互による遠隔授業の配信・単位認定（高知県） ＜医療DXにより実現される社会＞

魅力的な地域をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決④）

・遠隔医療の更なる活用に向けた基本方針
の策定や好事例の横展開の推進等

移動型のオンライン診療⾞両サービスや
デジタル地域通貨と連携したPHR活用の健康
向上サービスの提供（三重県多気町等）

ICTを活用した小中一貫キャリア教育
（北海道神恵内村）

➢ 教育の質を教育DXを通じて全国どこでも向上させるためのGIGAスクール
構想を環境整備から利活用促進の段階に大きく進める。

・効果的な実践例の創出・横展開
・円滑な運用の支援とそれに向けた学校・教育委員会の体制強化
・デジタル教科書・教材等の活用
・児童生徒が学校や家庭で学習やアセスメントができるMEXCBT（メクビット）の活用
・校務DXの推進等

13

＜主要KPI＞
◼ 1人１台端末を授業でほぼ毎日活用している学校の割合：2025年度までに100％（小学校18,805校、中学校9,437校）

（2021年度は小学校で55.4%、中学校で53.6％）



地域交通

➢ MaaSの活用や自動運転の活用場面の更なる拡大など公共交通分野に
係るデジタル化や先進技術の活用を一層進める。

➢ ①官と民、②交通事業者間、③他分野との「３つの共創」により、地域交通をリ・デザイン。

自動運転
・地方公共団体が地域づくりの一環として行
うバスサービスについて、実証事業を⽀援

MaaS
・交通事業者等の連携高度化を後押しする
データ連携基盤の具体化・構築・普及を推進

自動運転バスの運行（茨城県境町）

官民の共創
・一定のエリアにおいて、地域でサービス水準を決定し、
事業者が複数路線を一括して長期間運行

交通事業者間の共創
・複数の交通事業者が共同経営を行うことにより、
垣根を越えたサービスを展開

他分野を含めた共創
・地域交通と、様々な他分野との垣根を越えた事業連携を実現

（p32重要施策分野にも記載）

A社

B社

C社

D社

乗
換
拠
点

A～D
社

郊外 市街地

➢ 車両電動化や再エネ地産地消など「交通GX」を推進。

交通のコスト削減・地域のCN化
・車両電動化と効率的な運行管理・エネルギーマネジメント等の導入を一体的に推進

魅力的な地域をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決④）

医療×交通 介護×交通 エネルギー×交通 教育×交通
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地域資源を生かした個性あふれる地域づくり～地域循環共生圏の形成～ 防災・減災、国土強靱化の強化等による安心・安全な地域づくり

➢ 人々が安心して住み続けられる環境の一体的整備。

・防災DXに不可欠なデジタル技術を活用した避難計画の策定等

➢ 災害時にも機能する災害対応基盤整備。

・災害対応業務システムをクラウド上に構築し、複数地方公共団体が参画等

➢ 防災情報の利活用実現。

・「Ｇ空間情報」の活用による統合型Ｇ空間防災・減災システムの構築等

➢ 地域循環共生圏の考え方を踏まえた地域の持続性を高める取組の推進。

・地域資源を生かした脱炭素やエネルギー地産地消のための取組、資源循環等を
デジタルと掛け合わせることによる地域のエネルギー自給率の向上、脱炭素化
への地域経済の円滑な移行等

収集したデータを地図化し、災害対応に活用関連機関から情報を集約

解析雨量降水短時間予報

断水情報

道路通行規制状況

魅力的な地域をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決④）

国立公園での
ワーケーションや自然体験

- 地域活性化と来訪者への感動体験提供を目指し、
国立公園における滞在環境を上質化
- 地域と一体となったワーケーションや自然体験ツ
アーを推進

【国立公園満喫プロジェクト等の推進】

・デジタル技術を活用した分散・自然共生型ライフスタイル実現

・資源循環×デジタル

【循環型社会の形成、地域の生活環境保全等の実現】

-デジタル技術の活用により、プラスチック・
金属・再エネ製品等のリサイクルシステムの
高度化や使用済製品や有用金属等の情報プ
ラットフォームの形成及びごみの収集運搬と
中間処理の効率化を進めることにより、循環
経済への移行を推進
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地域コミュニティ機能の維持・強化

➢ 多様な組織や主体がデジタル技術も活用して連携し、地域コミュニ
ティの補完的な取組を推進し、安心して暮らせる社会をつくる。

安定的な事業運営基盤の確立

１ 全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」のイメージ

●子育て世帯等の孤立

地域課題

人の流れ

活躍・しごと

健 康住 ま い

交流・居場所

「生涯活躍のまち」づくり 「生涯活躍のまち」の実現

●まちのにぎわいの減少

●世代間等の交流機会の減少

●空き家の増加

●地域のにぎわい創出

●子育て世帯等の交流

●世代を問わず活躍できる場づくり

●関係人口が新たなスキルを発揮

住民向け総合相談・多世代
交流推進・関係人口案内を
隣接施設で実施
→多世代・地域内外で交流
を実現

サテライトオフィスへの企
業誘致
→新たな人の流れ・雇用を
創出

お試し居住住宅内に交
流スペースを設置
→地域内外の交流を実
現

就業の場と温泉を併設
→健康を維持しつつ活
躍・交流できる環境を
整備

趣味等のイベントと起業支援を同じ場所で実施
→多世代・地域内外の交流・活躍を促進

徒歩圏内にコミュニティ拠点を整備
→外出機会を増やし、健康づくりを促進

まちなかで健康づくりのイベ
ント等を実施
→健康増進とともに交流機会
を拡大

お試し居住利用者に対して、
地域での仕事紹介
→移住・地域での活躍を促進

「生涯活躍のまち」のコンセプト ⇒ 「誰もが居場所と役割のあるコミュニティづくり」

＜各地域のコンセプト例＞
多文化・多世代共生のまちづくり（北海道東川町）、地域が家族になるまちづくり（福島県伊達市）、全世代活躍 みんなが主役のまちづくり（群馬県前橋市）

あらゆる人々を地域・多世代交流・協働で支えるまち（千葉県匝瑳市）、あなたのいきかたをデザインできるまち（鳥取県南部町）

施策（事業）に連携して取り組むことにより、相乗効果を発揮

➢ 全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」について、地方公共団体がデジ
タル技術を活用して行う取組を支援。

・ 郵便局などの既存施設を行政サービス窓口として活用等

➢ 地域コミュニティの活性化のためのキャッシュレスのデジタル地域
通貨の流通促進。

地域通貨ネギーによるデジタル基盤の構築等
（埼玉県深谷市）

・公民館・図書館などの社会教育施設の
活用促進

・デジタルの活用による適正な国土
利用・管理

全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」のイメージ

・人手不足で悩む企業との交流をオンライン
で一体的に行うワークシェアリング事業

・アプリを活用して地域住民の健康増進と
交流機会の拡充を行う健康ポイント事業

➢ 農業や介護、建設等の分野でのアシストスーツの活用促進。

仕事の受注等にオンラインを活用したワークシェアリング
（岡山県奈義町）

魅力的な地域をつくる（デジタルの力を活用した地方の社会課題解決④）

電子地域通貨「さるぼぼコイン」を活用した
行政サービスの向上等（岐阜県飛騨市）

健康ポイントアプリを活用したウォーキングの推進
（京都府久御山町）

【アプリ画面】 【ウォーキングマップ】
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デジタル田園都市国家構想交付金
デジタル実装タイプ（令和４年度第２次補正予算分）

採択結果について
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行政サービス

＜主なモデル・サービス＞

行政窓口に入力支援システムを導入、住民データを用いて
各種申請書等を作成し、「書かない窓口」を実現

・計149事業、23.4億円
・147団体が導入
・うちデジタル庁の提供する「窓口DXSaaS」
を11団体（11事業、3.0億円）が導入

ΤσΜ ῢ

＜主なKPI>
・窓口利用の住民満足度
・窓口対応時間の短縮 等

書面、対面、押印等の行政手続きを
オンラインで行うことが可能に

・計125事業、9.6億円
・124団体が導入

Ϸржϱр

＜主なKPI>
・オンライン申請利用満足度 等

⚫ 窓口入力支援システム、オンライン申請、コンビニ交付等、

住民の利便性向上に資する、デジタルを活用した

行政サービス改善の取組

⚫ 全515事業、約56.1億円（国費）を採択

リモートでの窓口対応、コンビニ交付、キャッシュレス導入、

事前オンライン登録・QR発行、等
その他

住民サービス

＜主なモデル・サービス＞

防災情報や子育て情報など地域の暮らしに必要な情報
やサービスを一元的に集約し、プッシュ型で住民に提供

・計154事業、19.2億円
・147団体が導入

ΰΪЪ˔Ќи

＜主なKPI>
・ポータルアプリの利用率
・住民の利用満足度 等

公民館等のオンライン予約・決済、スマートフォンによる施錠
管理、図書館のオンライン貸出など、デジタルを活用した
公共施設の利便性向上

・計111事業、13.0億円
・105団体が導入

῝Ặ☼ ΰ

＜主なKPI>
・予約システムの利用率、
・施設利用者の満足度 等

電子回覧板、情報のデジタル化/オープン化、等その他

⚫ 住民等向けポータルによる情報発信、公共施設のオンライン

予約等、地域の暮らしを便利にする、デジタルを活用した

住民サービス提供の取組

⚫ 全272事業、約32.4億円（国費）を採択

β

β

β

β

β

デジタル実装タイプ：TYPE１の採択結果 ＜分野・取組別①＞
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文化・スポーツ

＜主なモデル・サービス＞

⚫ 博物館や図書館のデジタル化や、スポーツ振興におけるデジタ

ル活用を通じた、文化・スポーツの振興を図る取組

⚫ 全47事業、約6.6億円（国費）を採択

デジタルライブラリー、等その他

教育

＜主なモデル・サービス＞

双方向でのオンライン学習を活用し、遠隔地の学校間の
合同授業や家庭における学習サポートを実現

・計40事業、11.6億円
・39団体が導入

Ϸржϱрᶘ ḕẽ

＜主なKPI>
・オンライン授業の満足度
・学力の向上 等

AIドリル等のデジタル教材を活用し、児童・生徒の状況に
応じた個別最適な学びを実現

・計49事業、9.2億円
・48団体が導入

ᾤ Ω ᴟᶘ

＜主なKPI>
・デジタル教材の満足度
・学力の向上 等

校務支援システム導入、不登校児支援、等その他

⚫ オンライン学習、デジタル教材（AIドリル）、遠隔合同授業

など、デジタルを活用した、教育環境の充実化の取組

⚫ 全133事業、約31.4億円（国費）を採択

β

β

ϯІз˔ЕӾ ФкϽжЭ

AIカメラやドローンを用いて練習・試合を撮影し、選手の動作等
を分析することで、アスリートのパフォーマンス向上をサポート

・計5事業、0.7億円
・4団体が導入

＜主なKPI>
・活動に参加した選手数
・システムを活用した指導者数 等

※佐賀県の実施計画書から抜粋

ДЅЌиЬв˔ЅϯЭ

芸術作品や歴史資料のデジタルアーカイブ化やメタバース・VRの
活用により、文化財にふれあう機会を創出

・計20事業、2.8億円
・19団体が導入

＜主なKPI>
・施設への来館者数増加
・市民の文化財への関心度増加 等

※長野県長野市の実施計画書から抜粋

β

デジタル実装タイプ：TYPE１の採択結果 ＜分野・取組別②＞
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交通・物流

＜主なモデル・サービス＞

アプリ等による予約受付やAIによる効率的な配車等により、
住民の個々のニーズに応える公共交通ネットワークを形成

・計31事業、5.2億円
・31団体が導入

ϷрДЫрЖῖ

＜主なKPI>
・利用者数
・高齢者の運転免許返納数 等

多様な交通手段を組み合わせた経路検索、予約、決済や
地域情報をワンストップで提供

・計14事業、2.4億円
・14団体が導入

ΰΪMaaS

＜主なKPI>
・予約システム利用率
・利用満足度 等

バスロケーションシステム、自動運転や物流配送（ドローン／ロボットの

活用）に係るインフラ整備、運転免許認知機能検査のデジタル化、等
その他

⚫ 高齢者や観光客等にとって使いやすい、オンデマンドの地域

公共交通サービスの提供や、ドローン等による配送の取組

⚫ 全59事業、約11.1億円（国費）を採択

β

β

医療・福祉・子育て

＜主なモデル・サービス＞

母子健康手帳をアプリ化し、母子保健等に必要な情報の
プッシュ提供や、予防接種の予診票の電子化を実現

・計15事業、1.3億円
・15団体が導入

◓ὲῴ︣ ϯФз

＜主なKPI>
・子育て支援施策への満足度
・アプリの利用満足度 等

医療機器を搭載した移動車両による自宅でのオンライン
診療など、デジタルを活用した医療サービスの提供

・計11事業、1.7億円
・11団体が導入

Ϸржϱр

＜主なKPI>
・オンライン診療満足度
地域医療の満足度 等

⚫ 母子健康手帳アプリ、オンライン診療、健康管理アプリ等、

デジタルを活用した、住民の子育てやヘルスケア、医療の向上

に資するサービス提供の取組

⚫ 全187事業、約18.5億円（国費）を採択

健康管理アプリ、病院・保育所等業務のデジタル化、高齢者・障が

い者、子ども等の見守り、介護認定審査等のデジタル化、等
その他

β

β

β

◓

デジタル実装タイプ：TYPE１の採択結果 ＜分野・取組別③＞
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ドローン、自動操舵トラクタ、アシストスーツ等を活用し、
農業の生産性を高めることにより、農業振興や地域農業の
持続性を向上

航空レーザー計測による地形や樹種等の森林解析評価
を行い、持続的な森林管理を実現

農林水産

⚫ 農業・林業・水産業に、ドローン、センサー等のデジタル技

術を導入することにより、生産性の向上や担い手不足の解

消を図る取組

⚫ 全50事業、約6.3億円（国費）を採択

＜主なモデル・サービス＞

ІЫ˔Е Ộ

ІЫ˔Е Ộ

＜主なKPI>
・作業時間の軽減
・収穫量の増加率

＜主なKPI>
・原木生産量の増加率
・クラウドシステム利用団体数 等

・計23事業、2.6億円
・21団体が導入

・計13事業、2.5億円
・12団体が導入

β

＜主なモデル・サービス＞

GPSやIoT技術等を活用し、道路の除雪状況や河川の
水位等をリアルタイムにモニタリングできるサービスを提供

・計48事業、8.2億円
・47団体が導入

ЈрЂ˔/ϸЮж/Жк˔рχᶨ

＜主なKPI>
・除雪に関する苦情件数の減少
・冠水被害件数の減少 等

GISを活用し、デジタル化したインフラ情報の一元的提供
や災害発生時のハザードマップの公開を実現

・計121事業、26.0億円
・120団体が導入

Ἃḧ ЄІГЭˢGISˣχᶨ

＜主なKPI>
・公開型GISの利用満足度
・個別問い合わせ件数の減少 等

⚫ センサー等を活用した除雪状況や河川水位のモニタリングや、

地理空間情報システム（GIS）によるインフラ情報の公開等

による、地域の防災やインフラメンテナンスの向上の取組

⚫ 全195事業、約37.1億円（国費）を採択

スマート除雪、センサー／カメラ／ドローンの活用による防犯対策、道

路修理・補修伝達システム、等
その他

防災・インフラメンテナンス

β

鳥獣害対策、スマート水産業、等その他

β

①レーザ計測 ②データ解析

③県森林クラウドに掲載

④データの活用【活用例】

【ゾーニング】 【路網計画検討】

資源情報

微地形図

レーザー林相図
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⚫ 中小企業のデジタル化支援や、地域通貨・ポイント活用

等により、地域経済の活性化を図る取組

⚫ 全40事業、約7.3億円（国費）を採択

＜主なモデル・サービス＞

ḼỘДЅЌиᴟ◦כ

・計9事業、1.6億円
・9団体が導入

＜主なKPI>
・デジタル導入支援のSaaSサービス
実装件数
・労働生産性や付加価値の向上 等

中小企業のICT機器や業務管理システム等の導入を支援し、
中小企業の生産性等を向上

ӽ ᵁʾЪϱрЕ

デジタル地域通貨・ポイントの活用等により、地域内の
経済循環等を促進し、地域を活性化

・計31事業、5.7億円
・30団体が導入

＜主なKPI>
・地域通貨に加盟する店舗数
・地域通貨の決済額 等

※奈良県の実施計画書から抜粋

⚫ 観光周遊ポータル・アプリや、VRコンテンツによる魅力発信、

デジタルサイネージの活用等により、観光促進を図る取組

⚫ 全62事業、約8.2億円（国費）を採択

＜主なモデル・サービス＞

ḢΊ Ъ˔ЌиʾϯФз

・計26事業、2.9億円
・25団体が導入

＜主なKPI>
・観光入込客数 等

観光客向けの観光マップや情報通知アプリを導入し、
観光客の周遊や消費等を促進

※沖縄県の実施計画書から抜粋

産業振興 観光

デジタルサイネージの設置、観光MaaS、観光データ（位置情報・

人流）の分析、等
その他

※栃木県小山市の実施計画書から抜粋

VRЀрГрБχ ⌠

専用のゴーグルを用いることで、実際にその空間にいるよう
な感覚を得られる技術（VR・仮想現実）。観光客等が
求める情報を実体験に近いかたちで提供

・計14事業、1.9億円
・13団体が導入

＜主なKPI>
・VR動画の閲覧回数
・観光入込客数 等 ※埼玉県寄居町の実施計画書から抜粋

β

スマートフォンアプリ

スマホで購入

販売/使用額を
データで確認

地域のスタートアップ・中⼩企業等

企業データベース

スタートアップ⽀援プラットフォーム

実装機能の提供

県 データ活用

導入
プログラム

サービス
実装

コンサル
／フォロー

連携
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